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おわりに

は じ め に

満鉄（南満洲鉄道株式会社）調査組織の活動

は，昭和１２（１９３７）年日中戦争開始以降活発化

する。満洲事変後に満鉄経済調査会が�満洲国�

の立案調査を活発に行ったのと同様である。満

鉄の調査活動は�事変�とともにその対象地域

を拡大していった。昭和１４（１９３９）年には調査

部が拡充され，調査部本部（大連）の下に，新

京支社調査室，北満経済調査所（哈爾濱），北

支経済調査所（北京），上海事務所調査室，東

京支社調査室などの調査組織を作り上げ，軍・

興亜院の出先機関と結んで活発に調査を行い，

日本の中国侵略に積極的に関与した。他方で調

査部は，昭和１５（１９４０）年から統一的業務計画

（いわゆる綜合調査，以下綜合調査）を実施し，

�日満支経済ブロック�内の経済的矛盾を全調

査組織による�科学的�調査方法によって検討

した。綜合調査は，実施にあたって関東軍の了

解をえたとはいえ，調査部独自の企画として発

案されたものである。この時期の満鉄調査組織

は，ソ連調査，国防資源調査や兵要地誌調査な

どで軍に協力し，また満鉄の経営に関わる社業

調査を行い，他方で，満鉄調査組織の独自性を

保ちながら，日本軍支配地区における経済的課

題を明らかにしようとしていた。そこには，日

中戦争下の日本の対中国政策変更の可能性を追

求しようとした側面もみられる。満鉄調査組織

を主導した綜合課と各地調査組織の業務係を担

った人々にはとくにそのような意識が強かった

とされるが，そうした志向の現れの一つが綜合

調査であった。

昭和１３（１９３８），１４（１９３９）年の満鉄調査組織

についてはある程度明らかにしたため［井村

２００１a，２００１b］，本論文では昭和１５（１９４０）年度

の満鉄調査組織がめざした調査とその経緯およ

びこの年度に生じた問題を検討する。この時期

の調査活動については，綜合調査をめぐる報告

書が復刻されており，それに付された解題とあ

わせて相当程度明らかにされている［野間ほか

１９８２］。この時期の調査活動を中心的に担って

いた関係者の回想も多い（注１）。しかし，昭和１５

（１９４０）年度の調査経緯とそこで生じた問題に

はなお検討すべき課題は多い。そこで，本論文

では，第１に，この年度の綜合調査である�日

満支インフレーション調査�の決定および実施
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過程を，第２に，昭和１５（１９４０）年度の調査部

に生起した諸問題について検討する（注２）。

満鉄には，大連図書館，奉天図書館，哈爾濱

図書館，調査部資料室があり資料活動を積極的

に行い，調査活動を支えていた（図書館につい

ては村上［１９９９］を，調査部資料室については石堂

［１９９６a］を参照）。資料課や弘報課の情報活動も

調査活動を支えたという点で，同様である［磯

村１９９６；宮西１９８３参照］。しかし，本稿では，

紙幅の関係もあり，これら組織の活動について

は言及しない。また現地調査組織がどのような

活動を行っていたのかについても，必要な範囲

で言及するにとどめる。

Ⅰ 昭和１５（１９４０）年度の調査部基本方針

１． 軍の調査部に対する要望

昭和１３（１９３８）年に産業部を改組して設置さ

れた調査部は，翌昭和１４（１９３９）年４月１日拡

充された。調査部拡充の準備が進められている

さなかの，昭和１４（１９３９）年１月関東軍参謀部

第四課高級参謀片倉衷は，満鉄理事中西敏憲

（調査部担当）宛次のような内容の申入れを行っ

た。すなわち，調査部の整備拡充にあたっては

政治的に利用できないように機構運用に配慮す

ること，調査の重点を満洲とシベリア，特にシ

ベリアでの作戦に備えた現業調査におくこと，

できるだけはやく調査部の重点を新京に設置す

ること，調査に関しては軍と密接に協力するこ

と，である［関東軍参謀部第四課１９３９］。この文

書は，昭和１３（１９３８）年１１月満鉄重役会議が調

査部拡充を決定したあとに関東軍に対して行っ

た説明への回答である。この文書に述べられて

いる，政治的な利用を避けるようにということ

は，関東軍以外の調査依頼を調査部が直接には

受けないようにという趣旨であろう。関東軍は，

対ソ作戦重視の観点から，拡充される調査部は

満洲国とシベリアに調査の重点を置き，その本

拠を満洲国の首都であり，関東軍司令部の所在

する新京に置くことを求めた。軍も，満鉄の調

査活動拡大を必要としていたのである。こうし

た軍の要望に配慮しながら調査部拡充が行われ

た。この申入れは，その後毎年の調査業務計画

作成に際して軍から調査部に対してなされた要

求の原点に位置している（注３）。

調査部は昭和１５（１９４０）年度の中心的調査課

題として綜合調査を企図したが，そのための調

査業務方針の検討のさなか，昭和１５（１９４０）年

３月５日陸軍省軍務局長から関東軍参謀長宛の

文書が調査部に移牒された。主な内容は以下の

とおりである。満鉄の調査は�社業遂行ニ関連

スル事項ヲ第一義トシ爾余ノ調査ハ余力ヲ以テ

行フヘキモノトス�，�社業遂行ノ為ノ調査ハ諸

般ノ事項ニ付キ相当広範囲ニ亘ルヘク従テ其ノ

成果ヲ広ク各方面ニ於テ利用スルハ固ヨリ可ナ

ルモ満鉄ノ力ニモ自ラ限度アリ且自己ノ経営又

ハ投資セサル事業等ノ調査ヲモ進ンテ行フ如キ

ハ一考ヲ要スル�，�他ニ十分ナル調査機関未タ

発達シアラサル今日トシテハ為シ得ル限リノ余

力ヲ用ヰテ直接社業ニ関係セサル事項ノ調査ヲ

モ行ヒ以テ極力各方面ノ希望ニ応スルコト�は

やむをえない，�東亜新秩序建設其ノ他ノ為必

要ナル調査ノ機関ハ各地域ニ於テハ勿論国家ト

シテ更ニ大イニ考究スヘキ�である，満鉄調査

の地域的重点は満洲及び極東ソ連にある，社業

遂行上日本と満洲国内だけでなく中国その他の

地域を調査することも必要であるが，�其ノ本

来ノ使命ハ飽ク迄満洲ノ開発及北方発展ニアリ
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テ現下ノ事態亦満洲自体ノ諸施策ニ協力スベキ

モノ最モ多シ従テ満洲及極東ソ聯以外ノ調査ハ

社業遂行ノ為必要ナル限度に止ムルヲ本則トシ

余力ヲ以テ其ノ他ノ調査ニ努ムル如ク留意指導

スル要アリト思料ス�（注４）。この文書は，軍中

央の満鉄調査部に対する指導方針を明らかにし

ている。陸軍は，調査部は満洲およびソ連調査

と社業調査を中心とすべきであり，その他の調

査は余力をもって行うべきであるとしたのであ

る。調査部拡充にあたっての関東軍の申入れを

さらに具体的，かつ厳しく述べたものであった。

この通牒に明示的に述べられているわけではな

いが，軍は調査部の企図する綜合調査に対して

肯定的ではなかったことも明らかである。また，

�東亜新秩序建設其ノ他ノ為必要ナル調査ノ機

関ハ各地域ニ於テハ勿論国家トシテ更ニ大イニ

考究スヘキ�とされている背景には，日本の中

国支配にともなう�国策調査機関�設立問題が

あった。これは，調査部拡充の際に興亜院が提

起していた議論と同趣旨のものであり［井村

２００１a，１５］，これ以降毎年問題になる。

この軍務局長の要望は，同年３月１５日から本

社調査部長室で開催された主脳者会議において

紹介された。田中清次郎調査部長は�軍務局長

カラ関東軍ヘ宛テタ手紙テハ我々ノ態度（満洲

及ソ聯邦以外ニ至ル地域ノ調査ノ遂行即チ日満支

竝其ノ隣接地域ヲ包含スル東亜ブロック圏内ノ綜

合的調査ノ遂行）ヲ否定シテハヰナイカ，今後

満鉄以外ノ在支調査機関カ充分成長シテ来タ場

合ニハ満鉄ノ在支那調査ハ整理調整スルカモシ

レヌトイフ事ヲ強調シテヰルモノノ様テアル�

とし，その場合には調査分野の一部を譲ること

も考慮するとした［南満洲鉄道株式会社調査部綜

合課１９４０h，３４―３５］。また，調査部長はこの通

牒について，�要するに，一層満洲調査に重点

を置き余力を以て更に一層他地域調査を遂行せ

よといふ事に帰する様であり，此の辺をよく考

慮し自主的に処置してゆきたく考へてゐる�と

もしていた［南満洲鉄道株式会社調査部長１９４０a，

２］。各年度の調査計画策定の際には必ず関東

軍との間で打合わせ懇談会が行われていたこと

も考え合わせると，このような調査部長の判断

は，軍との調整の結果であったと考えられる。

調査部は軍の意向を容れながら綜合調査を含む

調査計画を立案したが，この時期にはなお日本

軍の政策立案に直接かかわらない綜合調査であ

っても，軍の了解をとることは可能であったこ

とになる。とはいえ，調査部長のこのような発

言は，昭和１５（１９４０）年という時点での，軍の

判断とは異なるものであったことも事実である。

�余力をもって�としていることに現れている

ように，軍は調査部が綜合調査を含む調査方針

を樹立したことについて，全面的な賛意を表し

ていなかった。

他方，調査部が綜合調査を企画した背景には，

前年度の�支那抗戦力調査�の成功があった。

その結論は，日中戦争の勝利が不可能であるこ

とを示唆して，軍に衝撃を与えた（�解題�［�満

鉄調査部 支那抗戦力調査報告�１９７０］）。このこ

とが，現地調査組織も含めた全満鉄調査組織を

あげて統一テーマに取り組む綜合調査の有効性

を感じさせたと考えられる。

この会議では，関東軍参謀部との窓口の役割

も果たしていた新京支社調査室の板倉真五主事

が，陸軍部内の兵要地誌関係の仕事をしている

箇所は，満鉄調査組織が活発な調査を行うこと

を求めており，興亜院各地連絡部などの政策担

当機関は，おのおのの地域の調査を重点として

�日満支インフレ調査�と満鉄調査組織
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満鉄現地機関が運営されることを期待している，

また満鉄現地調査組織への要求は関東軍を通し

て行う意図があるように見受けられると発言し

ている［南満洲鉄道株式会社調査部綜合課１９４０h，

３５―３６］。これは軍務局長や現地軍の満鉄への要

求を反映した認識であった。軍は，日本軍の中

国支配に合致する調査活動を期待しており，そ

のための立案調査を求めていたのである。調査

部長は，会議の結論として�要スルニ我々カ今

迄トツテ来タ方針ハ少シモ変更スル必要ハナイ�

としているが［南満洲鉄道株式会社調査部綜合課

１９４０a，３３―３６］，これは軍の要求する調査を行い

ながら，調査部の発案による綜合調査を進める

ことを意味していた。

２． 昭和１５（１９４０）年度調査部基本方針

昭和１４（１９３９）年１１月１６日から２１日までの間

開催された調査部連絡会議は次年度の調査計画

を審議している［南満洲鉄道株式会社調査部綜合

課１９３９a］。この会議では，次年度に綜合調査

を行うことを議論した。その後，前項でもふれ

た，昭和１５（１９４０）年３月の主脳者会議を経て，

綜合調査の実施が決定される。調査部は，自ら

を�我国に於ける唯一の大陸に於ける綜合的現

地調査機関�であると位置づけ［南満洲鉄道株

式会社調査部長１９４０c，６］，中国全体を視野に

入れる�科学的調査研究�の必要性を強調した。

そして，�新東亜建設�方策樹立の前提条件を

明らかにするために，日本・満洲国・中国にま

たがる綜合調査を実施することとした。

この会議の結論は，満鉄調査部の特徴を�現

地性�，�国策性�，�綜合性�の３点にまとめて

いる［南満洲鉄道株式会社調査部綜合課１９４０j，１６

―１９］。現地性とは，満洲，華北，華中，東京に

おかれた現地調査組織による調査を意味してい

る。当時，中国各地に調査機能を持つ本格的な

調査機関は満鉄調査組織以外にはなかった。北

支那開発株式会社調査局や華北交通株式会社資

業局は，それぞれ会社業務のための調査を中心

としており，しかも設置間もない時期であった。

なお弱体である華北や華中における調査機関に

あって，満鉄調査組織が調査の中心であること

を主張したものであった。さらに，国策性には

�東亜新秩序建設�という国家的使命のための

調査が，綜合性には�日満支�全域での全部門

にわたる調査という意味が含まれていた［南満

洲鉄道株式会社調査部綜合課１９４０j，１９］。綜合性

については，満洲と日本内地，中国，東南アジ

アなど�東亜�の全地域にわたる調査を示す

�地域的綜合性�，政治・経済・法制・社会の各

部門にわたり，中央試験所，地質調査を行う第

四調査室，満洲資源館，大連図書館なども綜合

して調査を行う�部門別綜合性�としてまとめ

られている［南満洲鉄道株式会社１９４１，３０４］。

さらに，�科学的調査研究�とは，マルクス

主義的方法をとることをさしていた（石堂

［１９９６b，６０９―６１０］の三輪武発言，野間［１９９６，

５４９―５５０］など）。これは，経済調査会以来の

�満鉄マルクス主義�を綜合調査の調査方法と

して定着させようということであった（注５）。こ

の時期の満鉄首脳は大正デモクラシーをよく知

る世代であり，マルクス主義に対する反発が比

較的少なかったためもあり［野間１９９６，５５０；

黄１９９３］，中国や満洲国の政治経済社会を分析

し認識するためには�科学的調査�が必要であ

ることを了解していたとされる。

昭和１４（１９３９）年１２月に作成され各地調査組

織に送付された�昭和十五年度綜合調査業務計

画案�［南満洲鉄道株式会社調査部綜合課１９３９b］
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それをもとに各地調査組織の議論をとりまとめ

た昭和１５（１９４０）年３月作成の�統一的業務計

画ニ就テ�［南満洲鉄道株式会社調査部綜合課

１９４０d（野間１９８２，２３７―２４３）］を受けて，�統一

的業務計画について�［南満洲鉄道株式会社調査

部綜合課１９４０j］が作成された。本文書は，�日

満支�全域でのインフレに対する�具体的方策

樹立�のための綜合調査�日満支インフレーシ

ョン調査�の必要性を強調している。

昭和１５（１９４０）年度の調査部基本方針として

掲げられたのは，より正確に調査を行う�本質

的究明�と，現地調査組織による調査の充実を

図る�現地中心主義�の２点である。そのため，

調査員をエキスパートとして養成・強化するこ

と，�全東亜�にわたる綜合調査のため現地調

査組織を強化すること，社業関係調査の重視を

強調した。そこでは，綜合調査は�昭和十五年

度の新しい方針ではなく調査部存立の大前提�

であり，全調査組織が一体となって行う綜合調

査こそが，拡充調査部の核心的な調査課題であ

るとされている［南満洲鉄道株式会社調査部長

１９４０a，１―２］。しかし，前年度の調査計画に綜

合調査が盛り込まれていたわけではない。調査

部拡充に際して，綜合調査の実施が考慮されて

いたとされているが，それが実際に具体的に検

討されだしたのは昭和１４（１９３９）年も後半にな

ってからであり，それまでは各地調査組織の体

制整備に追われていたのである。

調査部は，�東亜新秩序建設�の�現実的基

礎は日満支を包含する謂ゆる大陸的規模におけ

る科学的調査研究によって始めて把握され得る�

と綜合調査の必要性を強調し，さらに�満鉄調

査部は大陸における現地調査機関としての経験

及び伝統と確固たる物質的基礎と竝に日満支に

跨るその綜合的組織とに照し，此の国策的要請

に応じ得る唯一の現存調査機関�［南満洲鉄道株

式会社調査部綜合課１９４０j，１６―１７］であると自

負していた。各地の調査組織は政治，経済，社

会，文化などの係を有し，とくに経済部門では

農業，鉱工業，商業，金融などの全部門を対象

としており，調査部はそれらの組織を統括して

いた。ただし，北京の北支経済調査所は日中戦

争開始後に，また上海事務所調査室，東京支社

調査室は調査部拡充後に本格的な調査活動を開

始したために，満洲の調査組織に比べて，調査

の質や調査員数において立ち遅れていた。後に

みるように，このことは，綜合調査の報告取纏

めの際に報告の質をめぐって問題となる。また，

�物質的基礎�とは，予算と調査員による裏付

けがあることをさしている。

昭和１４（１９３９）年度の調査部では，�現地的，

局地的業務計画（各調査組織の調査計画をさす―

筆者）�と綜合調査との区別を明確に意識する

ことなしに調査計画が立てられたことを反省し

て，次年度には，現地の調査はそれぞれの調査

組織の業務係に委ね，綜合課が綜合調査を担当

することとした［南満洲鉄道株式会社調査部綜合

課１９４０j，２４―２５］。これは，拡充間もない調査

部で，綜合課が調査を主導しようとしたために，

各地の調査機関に過大な負担をもたらしたため

であった［野間１９９６，５６９―５７０；井村２００１b，３７］。

しかし，現地調査業務を各地の業務係に委ねる

としたことは，日中戦争の前線に近い上海や北

京では，現地軍への協力をさらに強める結果と

なった。その後の上海事務所の�国策調査�重

視の遠因となったといえよう。

主要関係社外機関には，陸軍省，参謀本部，

支那派遣軍，関東軍，海軍，興亜院，満洲国政
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府，東亜研究所があった。これらの機関は，満

洲とソ連に関する調査を重点とし，�日満支�

とその隣接地域にわたる調査を可能な限り行う

ことを要望していた［南満洲鉄道株式会社調査部

長１９４０c，１０―１１］。調査部は綜合調査を唱えて

基礎的・科学的調査の実施をめざしたが，同時

にこうした軍や政府機関などの要望に応えて，

日本の対中政策に密接に関わった。経済調査会

や産業部時期のような直接的な政策立案ではな

く，政策立案のための基礎的素材作成を強調し

ているが，現地調査組織においては兵要地誌調

査や資源調査が現地軍と密接に結んで行われて

いた［南満洲鉄道株式会社新京支社調査室主事

１９３９，８０―８１；南満洲鉄道株式会社上海事務所長

１９３９，２２４―２２８；南満洲鉄道株式会社東京支社長

１９３９］。また，地質調査を担当する第四調査室

は国防資源調査を行っており，業務計画には盛

り込まれていないが第三調査室は関東軍が主宰

するソ連研究会に参加し，関東軍の下でソ連研

究を行った（注６）。大連特務機関の要求によるユ

ダヤ人問題調査も調査部は行っている。軍への

密接な協力も行っていたのである。

昭和１５（１９４０）年度の調査部予算は，９６０万

円の要求（中央試験所をのぞく）に対して，会

社営業収支悪化のために，９００万円が認められ

たにすぎなかった［南満洲鉄道株式会社調査部長

１９４０a，３］。この数字はさらに削減の可能性が

指摘されており［南満洲鉄道株式会社調査部庶務

課１９４０，１４３］，その後昭和１５（１９４０）年度の調

査部予算は８４１万６０００円（中央試験所を含めると

総額１０５６万６０００円）まで減額された（�調査機関

昭和十五年度営業支出実行予算概算表�［南満洲鉄

道株式会社調査部長１９４０c，３］）。このため各機

関への予算配分には重点主義をとること，汪兆

銘政権の南京移転にともなう南京駐在員経費の

拡充，満洲と北方調査への重点配分が唱われ，

資料予算が大幅に減額された。調査部の図書購

入費は昭和１４（１９３９）年度決算額１１万２０００円に

対して５万２０００円，調査成果印刷費は前年度決

算額２２万４０００円に対して，１５万円を予定するの

みであった［南満洲鉄道株式会社調査部長１９４０c，

７］。予算の減額にもかかわらず，昭和１５（１９４０）

年度の定員は，昭和１５（１９４０）年６月１日現在

で職員９６５名，雇員３００名，傭員１０８０名，合計２３４５

名と［南満洲鉄道株式会社調査部長１９４０c，３］，

満鉄調査組織の歴史において最大規模となっ

た（注７）。ただし，予算，人員とも満鉄財政の悪

化のために，その後は減少する。

業務担当者会議に引き続き，社内調査機関庶

務関係者会議が３月２２，２３日開催され，調査部

職員の中間採用の中止，調査員の適性調査の実

施，新入調査部員のための養成係の設置を決定

している［南満洲鉄道株式会社調査部庶務課１９４０］。

調査部拡充にあたって行われた調査経験者の中

間採用の中止，必ずしも調査能力を備えていな

い調査員の処置，またそれまで調査部としては

行われていなかった新入調査員の訓練を行おう

とするものであった。

Ⅱ �日満支インフレーション調査�

１．�日満支インフレーション調査�の企画

昭和１５（１９４０）年度の綜合調査計画は数次に

わたって検討されていたが［南満洲鉄道株式会

社調査部綜合課１９３９b；１９４０d］，当初予定され

ていたテーマは，�（一）日満支に亘る農業再編

成に資すべき研究／（二）日満支に亘る工鉱業

再編成に資すべき研究／（三）日満支に亘る市
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場及配給機構再編成に資すべき調査研究／（四）

日満支インフレーション対策に資すべき調査研

究�の４項目であった。これらは�聖戦第四年

度（日中戦争開始４年目をさす―筆者）に於ける

戦時経済体制の諸矛盾，諸障碍の解明とその克

服策樹立�のための調査であったが，このうち

で�日満支ブロック・インフレーション及其の

対策�を綜合調査の中心的課題としてとりあげ

ることとした［南満洲鉄道株式会社調査部綜合課

１９４０j，２５―２９］。３年にわたる日中戦争が，経済

の縮小，生産の低下，流通の混乱，通貨不安，

物価の急騰，国民生活の悪化を招いており，イ

ンフレ抑制策の検討が最重要課題であると考え

られたのである。

綜合調査の実施にあたって調査部内にはさま

ざまの議論があった。ここでは，昭和１５（１９４０）

年３月１５日から開催されて，翌年度の調査業務

計画を審議した主脳者会議にふれる。この会議

ではまず，調査部長が昭和１５（１９４０）年度基本

方針の提起を行った。そこで強調されているの

は，第１に，�本質的究明�，�現地中心主義�，

エキスパート養成，�調査ニ政治性ヲ持タセル�

ことである［南満洲鉄道株式会社調査部綜合課

１９４０h，１―２］。�本質的究明�は，日本軍支配下

の中国各地で進行している事態を�科学的�に

明らかにすること，�現地中心主義�は，綜合

課主導ではなく現地調査組織の調査を中心とす

ること，�政治性�とは，現地調査組織が現地

軍や政府機関と結んで立案調査や物資供給力な

どの�国策調査�を行うことをさしている。第

２は，全調査組織が一体となって�全東亜�に

わたる綜合調査に取り組むことである。第３は，

満鉄経営にかかわる�社業関係調査�のために

鉄道総局調査局を強化し，全調査組織が協力す

ることを呼びかけている［南満洲鉄道株式会社

調査部綜合課１９４０h，１―５］。この３項目は，拡

充調査部では常に強調されたことである。

この会議は，予算の削減，調査人員の不足，

出版費の減少などをめぐって紛糾した。まず，

中島宗一東亜経済調査局主事は，西南アジアを

含めた調査のための増員を主張したが，調査部

長は，予算逼迫のため�全機関ノ一体的調和�

を述べてこれを退けた。各地の責任者からは，

満洲と�日満支�にわたる経済一般および日本

の対外経済関係を担当する第一調査室と法制，

外交，慣行調査など社会調査を担当する第二調

査室の統合，綜合課と第一・第二調査室の統合

および自然科学的研究を行う資源研究室の設置

などの提案がなされたが，いずれも容れられな

かった。そして，結論として綜合調査として

�日満支ブロック・インフレーション調査�を

昭和１５（１９４０）年度に実施することを決定し

た（注８）。また，�支那慣行調査�を開始し，満

洲の慣行調査も可能な範囲で行うこととした。

この主脳者会議に平行して行われた業務担当

者会議では，主脳者会議の申し合わせに従って，

以下の諸点を決定した。�１昭和１５（１９４０）年度

の調査業務計画原案［南満洲鉄道株式会社調査部

綜合課１９３９b］とその修正案［南満洲鉄道株式会

社調査部綜合課１９４０d］にあった農業，鉱工業，

流通及び金融の４部門を並列して取り扱うこと

をやめ，�戦時経済ノ矛盾ノ集中的表現トシテ

ノ日満支ブロック・インフレーション及其ノ対

策�（インフレ調査）を綜合調査の重点課題とし，

昭和１５（１９４０）年度上半期に完成させることを

目標とする，主脳者会議で要望された時局の緊

迫化に対処する調査を綜合調査において取り纏

める，このための調査計画の修正は綜合課が行
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う，�２製鉄，紡績，製粉，電力及び石炭の５業

種の企業条件調査を行う，�３海軍依頼の�東亜

における主要物資需給調査�は継続し，鉱産資

源の埋蔵量，工業の生産規模，農業可耕面積な

どを調査する，�４業務計画整理方式のフォーム

を定める，の４点である［南満洲鉄道株式会社

調査部綜合課１９４０a，３―４；１９４０b，５―７］。また，

社業関係調査として，�日満支�経済の基本的

動向を把握し，その見通し，交通部門運営の基

本である輸送資源の動態に関するデータ整備を

行うこととした［南満洲鉄道株式会社調査部綜合

課１９４０a，１２；１９４０b，８］。

２．�日満支インフレーション調査�の開始

前節で述べたような経過を経て，昭和１５（１９４０）

年度の綜合調査は発足した。昭和１５（１９４０）年

４月１９日�昭和十五年度統一業務計画要綱竝処

理方針（修正案）�［南満洲鉄道株式会社調査部綜

合課１９４０g］が作成された。これを若干修正し

たものが，各地の物価騰貴，物資不足，需給関

係などの対策を検討する�日満支ブロック・イ

ンフレーション及其の対策調査計画�［南満洲

鉄道株式会社調査部綜合課１９４０m］である。そ

こでは綜合課は各地のインフレの相互関連性を

解明しその対策を検討し，東京支社調査室は日

本を，新京支社調査室は満洲を，北支経済調査

所は華北を，上海事務所調査室は華中を分担し，

結論部分は各地調査組織の協力をえて綜合課が

担当することとされている。各地のインフレは

原因と現象が相違するため，地域ごとに重点の

置き方が異なることを想定しながら，各地の物

価指数の整理，物価動態，重要商品価格動態調

査，各地物価の絶対値の比較，通貨膨張のほか

に，軍による現地調弁の影響を分析することと

した。この調査計画を受けて，各現地機関の最

終的な調査計画である��日満支ブロック・イ

ンフレーション及其の対策�調査研究案�が作

成された。この計画案には，日本，満洲，華北，

華中のインフレの現状分析のための詳細な調査

項目が掲げられている（注９）。この調査は日本，

満洲国，中国全体のインフレの原因と実態を明

らかにし，各地のインフレは軍事支出増大と軍

需生産拡大による縮小再生産に起因することを

明らかにしようとしたものであった。

インフレ調査はこうして発足し，はやくも昭

和１５（１９４０）年７月２３日から２７日まで�十五年

度統一業務計画連絡会議�が開催された［南満

洲鉄道株式会社調査部綜合課１９４０e］。そこでは，

各地のインフレ調査の進行状況が報告された。

その内容は以下のとおりである。

新京支社調査室は，関東軍が立案中の農村振

興方策，農産物需給方策，通貨方策に関する調

査の一部を，インフレ調査と連結して行うこと

とした。日中戦争開始以降の満洲経済の特質分

析のために，物価動態，通貨および信用膨張過

程，農産物生産と出回り減少，鉱工業部門の生

産停滞，貿易による国内需給の不均衡化，配給

機構と配給統制の欠陥に基づく商品流通の不円

滑化とその物価（特に生活必需品）に及ぼす影

響について分析するとした。これらの項目につ

いては，関東軍，満洲国経済部，満洲中央銀行

などからデータの入手が可能であるとされてい

る。また，軍需調弁は，総額で約８０％を占める

１５品目（品目名は掲げられていない）については

関東軍の了解を得て明らかにしうるとする［南

満洲鉄道株式会社調査部綜合課１９４０e，２１，３７―３８］。

北支経済調査所では，出先機関を動員すると

同時に，北京，天津の企業，銀行，大使館の協

力を得て，北支那方面軍参謀部からは現地調弁，
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その内容は記されていないが�対日特殊輸出�，

軍費などについての資料，興亜院華北連絡部か

らは物動関係資料を入手した。現地部隊の経常

費を明らかにするため，軍経理の研究が必要で

あるともしている。現地調査は，治安と時間的

制約から特務機関のある鉄道沿線の天津，済南，

青島，太原など主要都市の調査にとどまった。

張家口経済調査所では，年度計画にあげられ

ていた蒙疆地区の通貨，貿易，財政などについ

ての調査を統合して，流通部門に絞って�蒙疆

インフレーション調査�を実施することとした。

また，日本軍の占領によって華中から切り離さ

れたために発生した華北インフレは，法幣との

為替関係，軍費，および日本の円資金の代理の

役割を果たしている聯銀券（中国聯合準備銀行

券）の相互関係によって生じており，その対策

と資源の確保が日本の占領地経営の最大の課

題であった［南満洲鉄道株式会社調査部綜合課

１９４０e，２４―２５，４０―４４］。

上海事務所調査室では，日本軍占領地区，上

海および重慶政権のインフレ調査が行われた。

この時期華中では法幣，日本軍の軍票，華興商

業銀行券が混在していたが，占領地区の軍票イ

ンフレと重慶政権の法幣インフレとの関連を解

明し，上海の物価と為替，日本軍の重要都市占

領と海岸封鎖の奥地経済への影響を分析するた

めに，興亜院華中連絡部，軍参謀部，中支調査

機関聯合会に調査協力を求めていた［南満洲鉄

道株式会社調査部綜合課１９４０e，２７―２９，４４―４８］。

東京支社調査室は，軍事費膨張と物資欠乏の

結果生じた財政インフレによる国内の物価騰貴，

闇相場，品質の低下を課題とした。軍需品生産

の増大，物動計画以外の生産手段生産が制限・

禁止されたこと，生活物資生産の不足，配給機

構の不完全さ，労働力の枯渇など，日中戦争に

よって日本経済の矛盾が全面的に出現している

ことを指摘する。そして，現状では，満洲国，

華北に対する開発資材の供給はほとんど不可能

であること，インフレ阻止のためには最低生活

水準を国民に強いるしかないとした［南満洲鉄

道株式会社調査部綜合課１９４０e，４８―５０］。他に，

朝鮮，台湾におけるインフレ解明のために，綜

合課第二班の前田元を朝鮮に，資料課野々村一

雄を台湾に派遣することを決めている［南満洲

鉄道株式会社調査部１９４０a，３０；南満洲鉄道株式

会社調査部綜合課１９４１a，２］。

３．�日満支インフレーション調査�の取纏め

昭和１５（１９４０）年９月９日から１４日まで東京

狸穴の総裁社宅に各地の担当者を集めてインフ

レ調査の第１回目の中間報告会議が開催され，

各地の調査の進捗状況と中間報告が行われ，全

体の取纏めを協議した。綜合課は，日中戦争が

継続し従来規模の軍事支出が行われること，高

度国防力確立のための投資が不可避であること，

問題を経済的立場から検討することを前提とし

て，インフレ抑制対策の基本的方向を決定し，

総合的対策を具体的根拠に基づいて検討するこ

とを提起した［南満洲鉄道株式会社調査部綜合課

１９４０i］。また，各地の幹事で，日本，満洲，華

北，華中のインフレ対策を検討することを決め

た。これを受けて，インフレの総合的対策を樹

立すること，東京支社調査室分担部分に，�日

満支経済ブロック�への商品供給余力，国民最

低生活水準の維持に必要な生活必需品の種類と

数量，インフレの社会各層に及ぶ影響などの調

査を追加すること，１０月末に第２回中間報告

会を開催し，綜合調査の結論を取り纏めるこ

とを決めた［南満洲鉄道株式会社調査部綜合課

�日満支インフレ調査�と満鉄調査組織
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１９４０i，２４］。

第２回中間報告会は１０月２８日から１１月９日の

間狸穴の総裁社宅で開催された［南満洲鉄道株

式会社調査部１９４０c，３７］。インフレ調査の最終

取纏め会議であった。１２日間におよぶ会議の大

部分は，インフレの現状とその対策についての

各地の報告，日本のインフレに関する部門別の

報告，�日満支インフレーション�の総合対策

報告とそれについての討議，日独伊三国同盟の

影響について議論がなされた［南満洲鉄道株式

会社調査部綜合課１９４０l］。詳細は省略せざるを

えないが，各地インフレの分析においては，そ

の解決には課題が山積していることが指摘され

ている。この会議では，軍から得たデータにも

とづく軍費や現地調弁などについての叙述は報

告から削除すべきであり，社内外への発表も慎

重に取り扱うべきであるとされている。これは，

データの出所の問題だけではなく，�日満支�

各地のインフレが，軍費や現地調弁を要因とす

ることを明らかにしていたためでもあろう。さ

らに東京支社の国内調査が不十分であり，現実

の調査結果にもとづいたインフレ抑制策を提起

していないと批判されている［南満洲鉄道株式

会社調査部綜合課１９４０l］。もともと東京支社調

査室は情報収集と分析を中心任務としており，

調査員も不足していたために生じた事態である。

このため東京支社調査室の強化が次年度の課題

となる。

その後同年１１月１３，１４日狸穴の総裁社宅でイ

ンフレーション調査綜合委員会が開催された。

この会議では，日本，満洲，華北，華中のイン

フレについての総括報告とその抑制のための総

合対策についての報告があった［南満洲鉄道株

式会社調査部１９４０c，３７；南満洲鉄道株式会社調

査部綜合課１９４０k］。それらをまとめて綜合課は，

インフレ調査の総括文書である�インフレーシ

ョン調査を顧みて�［南満洲鉄道株式会社調査部

綜合課１９４１a］を作成した。この文書は，イン

フレ調査の経過とその間に綜合課の果たした役

割について，各地からの批判と提言に綜合課が

十分に対応できなかったことを総括している。

インフレ調査の目標は，�日満支インフレーシ

ョン�の現段階を分析することによって，その

抑制の基本的方向や方法を示唆することであっ

たが，�満鉄調査部の如き民間調査機関の立場

からすれば�当然のことであるが，その結論は

インフレ抑制の当面の対策について，調査不足，

かつきわめて不十分であった，これは，�満鉄

調査部の調査の限界性を示すものであって，やゝ

漠然と使用された�国策調査�という言葉に，

再検討を必要とする機会が与えられた�とする。

インフレ調査における�当面の対策�について

は，各地の調査組織も含めた調査部全体の充分

な意思統一ができなかったが，その理由は，問

題が広範囲に及ぶためであり，立証に必要な資

料の入手が�満鉄調査部の如き機関の力を以て

しては到底不可能であるといふ事情�によると

もされている［南満洲鉄道株式会社調査部綜合課

１９４１a，６―７］。各地で生起しているインフレの

最大の原因は軍需物資調達によって生じた縮小

再生産である以上，軍調達を全体として解明す

ることが必要であるが，それは不可能であった。

�国策調査�を�民間調査機関�である満鉄調

査組織が行うことの限界の指摘であった。昭和

１５（１９４０）年度の調査部が掲げた�現地性�，

�国策性�，�綜合性�という３点の特徴のうち，

�国策性�を追求することの限界がインフレ調

査において明らかになったのである。この問題
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は，昭和１５（１９４０）年１１月１５，１６日の両日狸穴

の総裁社宅で開催された主脳者会議において，

�調査部の政治性に関する件�として議論され，

調査部が�国策調査機関�としての機能を発揮

するために，��イ自ら其の実を備ふること／�

政策樹立機関により，其の調査上協力者として，

実質的に認められること／�満鉄が，国策調査

機関を以て国家に奉公するの，確固たる決意を

有すること�の３項が提起された［南満洲鉄道

株式会社調査部綜合課１９４０f，２―３］。これらにつ

いての議論をふまえて，昭和１６（１９４１）年２月

に開催された業務担当者会議において阿部勇綜

合課長が行った昭和１５（１９４０）年度綜合調査の

総括において改めて�政治性�の問題が述べら

れている。そこでは，�政治性�の問題を，何

が�国策ニ必要ナ調査テアルカヲ常ニ見定メソ
ママ

レヲ勢力的ニ進行スルコト�，�国策調査機関ト

自認シテイルカ有力ナ政策機関カラハツキリサ

ウ認メラレテヰル理由テナ�いとし，企画機能

を強化するために，調査部本部の組織改正が提

起されている［南満洲鉄道株式会社調査部綜合課

１９４１c，２―３］。�政治性�や�国策調査�につい

ては，すでに昭和１４（１９３９）年後半に綜合調査

が調査部内で議論されはじめた段階で，轟啓治

や鈴木小兵衛によって批判されていた点である

［鈴木１９３９；轟１９３９；井村２００１b，３４―３８］。それ

が現実の問題となったのである。このことは，

翌年度の�戦時経済調査�においてさらに明瞭

に意識される。北支経済調査所からの綜合調査

批判［南満洲鉄道株式会社北支経済調査所１９４２］

の伏線となるものであった。

インフレ調査の公式報告会は行わないとされ

たが，興亜院との懇談会が１１月１９日に，企画院

との懇談会が翌２０日にいずれも狸穴の総裁社宅

において非公式に行われた。調査部からは伊藤

武雄上海事務所長，中島宗一東京支社調査室主

事，押川一郎北支経済調査所長，安盛松之助新

京支社調査室主事，阿部勇綜合課長のほかに，

各地調査組織のインフレーション調査委員会幹

事と委員が参加している。興亜院との懇談会に

は興亜院から政務部第二課長吉野弘之大佐，政

務部第一課真方勲中佐，柳井恒夫経済部長が参

加したが，時間の制約のためもあり，議論は深

まらないまま簡単に終わったようである。企画

院との懇談会では，各地のインフレの特質と課

題について説明が行われた。企画院からは，金

融財政，貿易，物動部門の担当者，秋永月三企

画院調査官，美濃部洋次，佐多忠隆など計１２名

が参加している。この懇談会についての記事の

なかでは，今後もこのような政策決定の中心担

当者との密接な連絡ないし協力が必要であり，

そのために東京支社調査室を強化すべきである

とされている［横川１９４１，９―１１］。また，同年

１２月関東軍参謀部に対して新京支社調査室が

�通貨膨張抑制策樹立ノ為ノ基礎調査�の報告

会を行い，インフレ調査の満洲国部分を報告し

た［南満洲鉄道株式会社調査部１９４１d］。インフ

レ調査の満洲部分が関東軍依頼の調査を含んで

いたために行われたものである。なお，新京支

社調査室は他に満洲国政府などに，北支経済調

査所，上海事務所調査室も，それぞれの現地軍

司令部，興亜院などに報告会を行ったが，東京

支社調査室は報告会を開催しないとされている

［南満洲鉄道株式会社調査部綜合課１９４１b］。

インフレ調査は一応ここで終了し残務整理が

行われた。調査の整理は各地担当箇所が行い，

�日満支インフレーション抑制対策�の肉付け

は，各箇所の協力によって綜合課が担当するも

�日満支インフレ調査�と満鉄調査組織
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のとし，調査成果は極秘部分を全て網羅した形

で印刷するだけでなく，社外発表のための印

刷も行うとしていた［南満洲鉄道株式会社調査

部１９４１b，４４；南満洲鉄道株式会社調査部綜合課

１９４１b］。しかし，この社外発表のための報告書

の所在は現在のところ確認できず，実際に印刷

されたかどうかも明らかではない。現存するの

は，�満洲インフレーション調査報告（第一部・

総括竝対策篇）�［南満洲鉄道株式会社新京支社調

査室１９４１］，�北支インフレーション対策の基

本方向�，�北支インフレーションノ発展段階ト

特質�［南満洲鉄道株式会社北支経済調査所１９４１a，

１９４１b］，�円ブロックインフレーションノ一契

機トシテノ中南支円系通貨圏ノ問題�［南満洲

鉄道株式会社上海事務所調査室１９４１］である。

いずれも第２次中間報告会の議論を踏まえて加

筆された最終報告書であるが，社外発表を前提

に執筆されたものではない。なお，東京支社調

査室も最終報告を作成するとしているが［南満

洲鉄道株式会社調査部綜合課１９４１b，７０］，その

所在は確認できない。

こうして�日満支インフレーション調査�は

終了した。インフレ調査の結論は，日本を中心

とする�日満支経済ブロック�における経済過

程は縮小再生産の段階にあり，原材料の欠如に

より生産財生産の低下は避けられないとして，

日本の中国支配の経済的・軍事的基盤はきわめ

て弱いこと，これらの解決には，日本の政治・

経済の再編成を必要とすることを指摘してい

た。さらに，この調査の目的は，各地のインフ

レ抑制策を作り上げることであったが，各地の

調査組織の調査能力が不均衡であったこと，デ

ータの入手が�民間調査機関�では困難である

こと，軍との特殊な関係から入手したデータに

よる分析結果が，現地軍との関係において公表

が不可能であると判断されたことなどからもわ

かるように［南満洲鉄道株式会社調査部綜合課

１９４０l，４４７―４５０；１９４１b，６９］，�日満支経済ブロ

ック�全体のインフレ抑制策の樹立には成功し

ていない。

ところで，拡充後の調査部において，拡充の

理念や上述した調査部運営方針が全体として浸

透することは容易ではなかった［野間１９９６，５６０］。

経済調査会や産業部時期からの�国策�のため

の立案調査の意識をそのまま持った調査員がお

り軍に密接に協力していた。また逆に綜合調査

のような政策調査を行うべきではないとするグ

ループもあった［野間ほか１９８２，１７］。このよ

うな調査方針をめぐる意見の相違や対立は，ヨ

ーロッパでの世界大戦勃発と日中戦争の泥沼化

のなかで，情勢をいかにみるか，そして，その

ような情勢の下で満鉄の調査はいかにあるべき

かをめぐってのものでもあった。政策調査を行

うべきではないとするグループとは，遅れて満

鉄調査組織に入った転向マルクス主義者を中心

とする人々であり，主に資料課に配属されてい

る者が多かったために，�資料課派�と後に呼

ばれる。これに対して，綜合調査の推進を主張

したのは，経済調査会時期に満鉄に入社して，

綜合課や各地調査組織の業務係系統の中心にい

た人々であり，�経調派�と呼ばれた。このよ

うな意見対立は，�満鉄調査部事件�の過程で

経調派と資料課派の対立と呼ばれた事態と関連

している［石堂ほか１９８６；三輪１９９６，７６２―７６４］。

綜合調査実施の過程で生じたこうした傾向を克

服するために執筆されたのが，松岡瑞雄�調査

部の任務及組織の基本問題に関する私見�第一

部・第二部［松岡１９４０；１９４１］である。松岡論
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文の第一部は，調査部の国家的使命，綜合調査

の意義，綜合調査と立案調査の関係を検討して，

綜合調査の重要性を強調し，第二部は，綜合調

査のためには調査方法の統一や調査組織の確立

が必要であることを主張している。この論文は，

昭和１５（１９４０）年度の綜合調査の過程に生じた

さまざまな問題の解決の方向性を提起し，綜合

調査の必要性を強調している。この論文が執筆

されたのは，昭和１５（１９４０）年秋である。綜合

調査が開始された半年後においてもなお，その

必要性，調査方法についての混乱が生じていた

のである。

昭和１５（１９４０）年度には，他に前年度からの

継続調査として，製粉，製鉄，紡績の３業種に

追加して，電力，石炭についても�日満支�工

業立地条件調査，および東亜における主要物資

に関する需給調査が実施された。後者は，海軍

の依頼によって�日満支�，極東ソ連，東南ア

ジアの昭和１４（１９３９）年度の７０品目の生産量，

輸移出入量，現地消費量と対日供給度の計算を

行った［南満洲鉄道株式会社調査部１９４０a，３０―３２］。

Ⅲ 昭和１５（１９４０）年度の調査部に

生起した諸問題

１． 調査部東京移転の拒絶

インフレ調査が各地調査組織において取り組

まれているさなか，昭和１５（１９４０）年８月１２日

から３日間調査部長室で行われた臨時主脳者会

議は，�時局に対処�するため調査部長の東京

常駐，東亜経済調査局の拡充などを中心とする

調査部運営に関する広範な改編要求について議

論している［南満洲鉄道株式会社調査部長１９４０b，

１―３］。

これらの要求は，軍中央あるいは興亜院から

のものであると考えられるが，このような動き

はまず満鉄調査組織内に現れていた。昭和１５

（１９４０）年３月開催の調査部主脳者会議におい

て伊藤武雄上海事務所長は，情勢の緊迫化によ

る綜合課の東京移駐を主張していた［南満洲鉄

道株式会社調査部綜合課１９４０h，６１―６２］。この発

言が軍の意向を受けてのものであるのか，ある

いは上海事務所独自のものであるかは明らかで

はないが，伊藤の主張は，欧州大戦にともなう

日本の対東南アジア政策，戦時経済政策立案に

満鉄調査組織を対応させ，東京支社調査室の情

報収集機能を強化しようというものであった。

この主脳者会議の議事録には伊藤の主張をめぐ

っての議論は記録されていないが，そうした要

求は昭和１５（１９４０）年度になるとさらに強まっ

た。

臨時主脳者会議は改編要求に対して，以下の

諸点を決定している。�１�調査部の使命は，時

局により毫も影響さるヽところなし，即ち，調

査部は，従来通独自の計画による，良き調査を

実施することにより，時局の要請に応ずるもの

にして，立案機関として協力するを建前とせず�

として，政策の立案には直接携わらない，しか

し軍や興亜院など政府の調査要請を無視するも

のではなく，特定事項の立案を妨げるものでは

ない，また，政府が世界政策，�東亜経済ブロ

ック�結成方策，�支那事変�処理方策などを

樹立する際に，満鉄の調査を積極的に利用でき

るように，調査成果を提供するとともに，調査

計画に国内の諸情勢を的確に反映させる，さら

に，綜合課の東京移駐と調査部長の東京常駐を

否定して，東京支社調査室の拡充を行い，調査

成果と収集資料を政府機関が必要とする形に再
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編・要約すること，政府機関と満鉄調査組織と

の連絡を行うことを任務とする，そのための要

員を必要最小限増員する，�２上海事務所が提案

した�事変�（日中戦争）処理研究のための綜

合委員会設置は，時期尚早である，�３第２次大

戦勃発にともなう極東・東南アジア情勢調査を

行う世界情勢調査については，第一調査室世界

経済班を東京に移し，世界経済研究の拡充強化

を図る，�４国際情勢の変化にともない，東亜経

済調査局を拡充し，南洋（東南アジア）調査を

強化する，そのためシャム，蘭印に駐在員を置

き，必要があれば調査隊を派遣する，西南アジ

アは概括的研究にとどめる，�５東亜経済調査局

と東京支社調査室の合併をできるだけ速やかに

行う，�６調査役制度を活用する，�７社業調査と

して，�満洲を中心とする経済一般の動向調査

の綜合�，�統計による企業体としての会社の経

営現態調査の綜合�，�基の他会社の経営に必要

なる調査�を行う，�８調査部の永年計画を樹立

する，以上の８項目である［南満洲鉄道株式会

社調査部長１９４０b，１―７］。これらは昭和１５（１９４０）

年度業務計画に沿うものであるが，このうち�３

の世界経済班の東京移駐については，その後昭

和１５（１９４０）年１１月８日開催の主脳者会議で世

界情勢調査委員会設置が決定され，翌年１月に

は尾崎秀実を幹事長とする委員会が発足した

［南満洲鉄道株式会社調査部１９４１c，８７―９２］。この

委員会は，�南進政策遂行に伴う諸影響と其の

対策�をテーマとして年度末に報告会を行うと

していたが，実際には昭和１６（１９４１）年６月に

報告会が催される。また�４で言われている，シ

ャム，蘭印への駐在員派遣はバンコク，ハノイ，

バタビアに置くことをめざして，関係箇所と協

議が行われた［南満洲鉄道株式会社調査部１９４０b，

４４］。しかし，�５の東亜経済調査局と東京支社

調査室の統合は昭和１８（１９４３）年調査部が解体

され，調査局となるまで実行されなかった。�７

の社業調査については，この主脳者会議を受け

て昭和１５（１９４０）年８月�社業調査機関設置要

綱案（未定稿）�［上野１９４０］が作成された。そ

こでは全調査機関の機能あるいは調査成果を社

業のために動員する場合の中核として社業調査

専任機関の設置が提起されている。この要綱案

などをもとにして，翌年度の社業調査をめぐる

議論が展開される。�８は，永年計画の目標を

�純粋に時流を超脱して，学問的角度よりする

か，又は，時局に規定さるる民族的要請の方向

においてするか，を決定する�ことおよび計画

草案の樹立のために委員会を設置するという上

海事務所からの提案に対するものである［南満

洲鉄道株式会社調査部長１９４０b，７］。�民族的要

請�とは，�国策�の要請と同義と考えてよい

であろう。上海事務所が時局に対して敏感に反

応していたことがわかるが，調査組織全体とし

て�時局に影響�されないとしていたにもかか

わらず，欧州大戦勃発と日本をとりまくアジア

情勢の緊迫化によって，綜合調査の放棄を含め

て調査方針の再検討が提起されたのである。

２． 国策調査機関問題への対応と他機関との
連絡調整

昭和１４（１９３９）年調査部拡充の検討がなされ

ていた時期，興亜院や軍は対中国調査機関の創

設や華北の調査機関統合を検討しており，軍の

申入れもこの問題に触れていた。さらに，昭和

１５（１９４０）年３月陸軍省軍務局長からの申入れ

［陸軍省軍務局長１９４０］のあと，東京支社調査

室小泉吉雄が陸軍永井八津次中佐と面談した際

には，昭和１３（１９３８）年設立の北支那開発株式
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会社に新たに設置される調査局と満鉄北支経済

調査所との関係調整が問題とされていた［南満

洲鉄道株式会社調査部綜合課１９４０h，３４］。さら

に，昭和１５（１９４０）年度の調査業務計画を検討

した昭和１４（１９３９）年３月半ばの主脳者会議で

は，調査部長は，こうした経緯をうけて，北支

那開発株式会社に新たに設置された調査局との

関係について，�満鉄調査機関カ綜合調査機関

テアル特性ヤソノ為ノ価値及満鉄調査機関ノ信

頼性ハ毫末モ変ルモノテナイト信シテヰル�と

述べていた（注１０）。

その後昭和１５（１９４０）年半ばに，国策調査機

関設置および北支那開発株式会社調査局と北支

経済調査所の間の業務調整が改めて問題になる。

日中戦争下での戦時経済体制の強化と�東亜新

秩序�確立のために必要な基礎資料の収集，取

纏めを行う国策調査機関設置が，軍，企画院，

興亜院において議論されたのである。これに対

して，同年９月綜合課は覚書をまとめ［南満洲

鉄道株式会社調査部綜合課長１９４０］，満鉄調査組

織としての立場と対中国調査機関をどのように

組織するかという観点から，国策調査機関設置

問題および華北での調査機関の統合に対する調

査部としての対案を提起した。調査部綜合課の

主張は以下のようである。現在の官僚機構の下

では，人事，調査方法，調査員の養成等は不可

能であり，調査機能は発揮できない，中央組織

の他は，既存の現地民間調査機関の接収統合に

よって行われることになろうが，それぞれの機

関によって調査内容や方法が異なっているため，

一体的に運用されるようになるまでには相当の

期間が必要であり，したがって，政府の直轄機

関である中央組織をたとえば企画院の外局とし

て設立し，その下部に既存諸調査機関を動員し，

有力調査機関，産業団体の代表者などからなる

委員会を設置する，また，民間調査機関の整理

統合は当面困難なため，調査機関協議会を作り，

調査の重複を避け，各機関の調査の特徴を発揮

することが妥当である，としていた［南満洲鉄

道株式会社調査部綜合課長１９４０，２―８］。調査部

は，国策調査機関構想に組み込まれ再編される

ことを拒絶したことになる。その理由を明らか

にすることはできないが，結局新たな調査機関

は設置されず，既存の調査機関の調査計画の調

整などにあたる支那調査機関聯合会が昭和１５

（１９４０）年１０月興亜院の管轄下東京に結成され

た。満洲国に設立された満洲調査機関聯合会，

日中戦争下の上海に作られた中支調査機関聯合

会など，現地の調査機関の連合を雛形とするも

のであると考えられるが，いずれも加盟各機関

の連絡調整を行う組織であり，国策調査機関と

はいえないものであった。

他方，北支那開発株式会社調査局との業務調

整については，調査部は，�北支に於ては，中

南支に於ても同様，満鉄はもとより日本側の調

査には調査らしいものが殆ど全く欠如している�

として，華北における唯一の現地調査機関であ

る北支経済調査所は，調査の重点を�先づ，北

支社会の歴史的発展様相，北支社会の現状の特

質を，精確に克明に実証的に分析する事に置い

て�，経済政策樹立に資すべき基礎調査を行う

ことをめざしているとする［南満洲鉄道株式会

社調査部綜合課１９４０n，２］（注１１）。しかも，昭和

１４（１９３９）年春華北交通株式会社資業局の設置

にともなう業務調整によって調査員の社外転出

があったために成熟した調査員が不足しており，

北支那開発株式会社調査局への調査業務の移管

は検討の余地はあるが，調査員を業務とともに
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割愛することは困難である，さらに，北支経済

調査所の調査は，北支那開発調査局や華北交通

資業局など華北における企業の調査機関などが

行う調査とは，相互に関連し補完しあうもので

はあるが，調査方法，調査目的は全く異なって

おり，両者の調査項目が重複あるいは類似して

いることだけから，両者の合同あるいは合併を

行うことはまったく考えられないとした［南満

洲鉄道株式会社調査部綜合課１９４０o，１５―１７；１９４０

n，２―３］。また，北支経済調査所が統合された

場合には，�各地ニ現地調査機関ヲ有シ，綜合

的統一的研究ヲ建前トスル強力ナル機関�とし

ての調査部の活動を減殺するともしていた［南

満洲鉄道株式会社調査部綜合課１９４０c，７―８］。北

支経済調査所の存続を主張したのである。しか

し，このような方針は，昭和１６（１９４１）年度予

算がさらに逼迫することが明らかになる半年後

には部分的に変更され，北支那開発調査局など，

満鉄外の華北の調査機関に一部人員を移譲する

ことになる。北支経済調査所の縮小は，直接に

は，満鉄収支の悪化によって調査部定員が減少

したためであるが，興亜院や現地軍の意向にそ

っていたものであったともいえよう。

お わ り に

昭和１５（１９４０）年度の満鉄調査組織は，軍の

要請による立案のための基礎的調査や国防資源

調査を実施しながら，�日満支インフレーショ

ン調査�を行うことによって，日中戦争下にお

ける戦時経済体制の行詰まりを明らかにしよう

とした。このような調査部の調査計画は，軍の

了解を得て行われたものではあった。しかし，

調査部拡充以来，軍はシベリア調査と満洲を対

象とする社業調査を重視するように申し入れて

いたことも併せ考えると，綜合調査は，軍の意

向をそのまま容れたものではない。むしろ，本

論文で明らかにしてきたように，調査部の独自

の判断によるものであったといえるし，軍もこ

うした調査部の調査姿勢を受け入れていた。

�日満支インフレーション調査�は，インフレ

が現地調弁，すなわち軍需物資調達により生じ

ており，日中戦争が継続した場合の戦時経済の

縮小と再編が避けられないことを示唆した。し

かし，インフレ調査の総括にもみられるように，

インフレ調査がめざした綜合的対策の追求は，

満鉄調査部のような�民間調査機関�において

はデータ収集も含めて次第に困難になる。それ

は一言で言えば，日中戦争と欧州大戦勃発の影

響により，日本の戦時経済が一段と困難を増し

たためである。その結果，綜合調査のような一

定の独自性をもつ，対中政策の転換を追求する

調査などは行いえなくなり，軍の方針にそった

調査を実施するしかなくなる。

翌昭和１６（１９４１）年度の調査計画にかかわっ

て，昭和１６（１９４１）年１月関東軍は�満鉄調査

部運営ニ関スル要望�［関東軍参謀長１９４１］を

調査部に提示して，社業調査と対ソ作戦準備に

専念するよう申し入れた。当初，軍は調査部の

自主的運営を排して軍の指導によって調査部を

運営することを考慮していたが，調査部側の説

得によって，１月１７日付関東軍参謀長から総裁

宛の要望では内容は緩和されたとされる［南満

洲鉄道株式会社調査部１９４１a，３；南満洲鉄道株

式会社調査部綜合課１９４１c，５―６］。この軍の要望

の要点は，調査部は中国全体を対象として調査

を行っているが，それは�各々所在ノ各種機関

ニ奉仕シ然モ各所，各様ノ調査ニ従ヒ人ト金ヲ
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濫費致シテヲル実状�にあり，�満鉄調査部ノ

歴史組織而シテ人ヲ十二分ニ活用シ之ヲ満洲国

ノ健全ナル発展ニ寄与�することは軍の使命で

あり，満鉄の使命でもあるとし，�満鉄調査部

ハ社業遂行竝ニ対蘇作戦準備ニ関スル調査ヲ第

一義トシ併セテ世界ノ新事態ニ処シ可及的速ニ

東亜共栄圏ノ確立ニ資スヘキ基本的調査研究ヲ

行フモノトス�としており［関東軍参謀長１９４１，

１９５―１９６］，戦争遂行のための立案調査などの実

施を求めるものであった。しかし，次年度の綜

合調査は，�日満支インフレ調査�の結論で示

唆された戦時経済の再編成の条件を明らかにす

る�戦時経済調査�とされた。�戦時経済調査�

は�日満支インフレーション�の原因の解明だ

けでは不十分であり，日本の戦時経済構造の解

明こそが必要であるとして発案されたものであ

る。しかし，調査部の自主的企画としての綜合

調査はすでにインフレ調査において成立しえな

くなっていたことはすでにみたとおりである。

そのことは次年度の戦時経済調査のさなかに発

表された�戦時経済調査と満鉄調査部の立場�

［南満洲鉄道株式会社北支経済調査所１９４２］に典

型的に表現されている。そして，昭和１６（１９４１）

年には中共諜報団事件での中西功や尾崎庄太郎

らの検挙，ゾルゲ事件での尾崎秀実の検挙と調

査部関係者の検挙が続き，その後昭和１７（１９４２）

年，昭和１８（１９４３）年関東憲兵隊がひきおこし

た�満鉄調査部事件�において調査部中堅職員

が多数検挙されたことによって，調査部自体が

崩壊する。昭和１６（１９４１）年度以降の調査部に

生じた諸問題については，稿を改めて論じるこ

ととしたい。

（注１） 調査部関係者の回想には，枝吉（１９８１），

具島（１９８０，１９８１），平館（１９７６），石堂（１９８６），石

堂ほか（１９８６），石井（１９８３），伊藤（１９６４），小泉

（１９７８），野々村（１９８６），和田（２０００）などがある。

（注２） この時期の満鉄調査活動を検討した著作に

は，山田（１９７７），原（１９８４）がある。山田（１９７７）

は，昭和１７（１９４２），１８（１９４３）年の�満鉄調査部事

件�までの調査活動の背景と調査部の抱えた問題を検

討している。なお，�満鉄調査部事件�については，

松村（２００２）が新発掘の資料を利用して詳細に検討し

ている。また原（１９８４）は，満鉄の調査報告書を丹念

に解題しながら，満鉄の調査活動を検討している。野

間ほか（１９８２）は，その�解題�で調査部拡充以降の

経緯を解説し，綜合調査の主要報告書を収録する。宮

西（１９８３）は，尾崎秀実と満鉄調査組織との関係を明

らかにしている。両著に付されている解題は満鉄調査

組織についての優れた研究論文でもある。調査部関係

者の回想では，野々村（１９８６）は拡充調査部時期の自

己の活動と綜合調査の問題点をまとめ，石堂（１９８６）

は満鉄マルクス主義の問題点，調査部時期の資料活動

などについてもふれている。枝吉（１９８１），石堂ほか

（１９８６）とともに，この時期の満鉄調査組織の実態を

明らかにする貴重な資料である。井村（１９９６）は，調

査部関係者の回想を編纂したものであり，この時期の

調査活動についての回想を含んでいる。中国・台湾で

の研究には，蘇（１９９０），黄（１９９３）がある。蘇（１９９０）

は，１章を割いて，遼寧省档案館所蔵の満鉄档案を利

用しながら，満鉄の調査活動の流れ全体を検討してい

る。黄（１９９３）は�満鉄調査部事件�の背景を広く検

討している。ともに優れた著書・論文であるが，本稿

で取り上げる時期の満鉄調査組織において何が問題と

なっていたのかについてはほとんどふれていない。

（注３） 昭和１４（１９３９）年の調査部と軍との関係に

ついては，井村（２００１a，２００１b）参照。

（注４） 陸軍省軍務局長（１９４０，３３３―３４３）。本文書

は新京支社経由，関東軍参謀長から佐藤応次郎満鉄副

総裁あて移牒された。�取扱ニ注意アリ度シ�と注意

書きされている。

（注５）�満鉄マルクス主義�は経済調査会時期に

大上末廣によってもたらされた。その最初の代表的な

�日満支インフレ調査�と満鉄調査組織
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著作は�満洲経済年報１９３３年版�［南満洲鉄道株式会

社経済調査会１９３３］である。なお，�満鉄マルクス主

義�については石堂清倫の厳しい評価がある［石堂

１９９６b，６０１―６０２；１９７８］。

（注６） 南満洲鉄道株式会社新京支社調査室主事

（１９３９，１８５），など。このソ連研究は，シベリア占領

計画の立案にあたった新京会に発展する。佐藤（１９９６）

参照。

（注７） 昭和１５（１９４０）年度の調査部の実行定員は，

職員１１６１名，雇員３９９名，傭員９７３名，合計２４３３名とも

されている［南満洲鉄道株式会社調査部庶務課１９４１］。

（注８） 南満洲鉄道株式会社調査部綜合課（１９４０a，

３；１９４０b，５）。後者は前者の要旨である。

（注９）��日満支ブロック・インフレーション及び

其の対策�調査研究案�（１９４０，１５―６３）。この�調査

研究案�には，�第一部日本�（東京支社調査室），�第

二部満洲�（新京支社調査室），�第三部北支�（北支経

済調査所）が，��日満支ブロック・インフレーション

及其の対策�調査研究案（続）�（１９４０，８―２８）には

�第四部中支�が掲載されている。

（注１０） 南満洲鉄道株式会社調査部綜合課（１９４０h，４

―５）。なお，本文書の部長挨拶は，ほぼ同一内容で南

満洲鉄道株式会社調査部長（１９４０c）に掲載される。

（注１１） 南満洲鉄道株式会社調査部綜合課（１９４０n）

は，南満洲鉄道株式会社調査部綜合課（１９４０d）に一

部修正されて掲載されている。
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ション及其の対策�調査研究案��満鉄調査部報�

第１巻第２号（６月）．

��日満支ブロック・インフレーション及其の対策�調
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新京支社調査室主事発調査部綜合課長宛（遼寧省

档案館編１９９９，第１９巻）．

南満洲鉄道株式会社調査部１９４０a．�調査部業務処理

報告（七月分）��満鉄調査部報�第１巻第５号（９

月）．
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南満洲鉄道株式会社調査部綜合課１９３９a．�調査部業

務連絡会議記録��満鉄調査彙報�第３巻第１号
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―――１９４０e．�十五年度統一業務計画連絡会議―日
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―――１９４０f．�十一月主脳者会議申合事項��満鉄調
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ン調査第一次中間報告会議の経過竝に申合事項�
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理資源調査ニ関スル件�昭和１４年２月２３日（遼寧

省档案館１９９９，第１９巻）．

南満洲鉄道株式会社北支経済調査所１９４１a．�北支イ

ンフレーション対策ノ基本方向�．

―――１９４１b．�北支インフレーションノ発展段階ト

特質�．

―――１９４２．�戦時経済調査と満鉄調査部の立場��部

報�第１６号（９月）．

宮西義雄１９８３．�満鉄調査部と尾崎秀実�亜紀書房．

三輪武１９９６．�経済調査会から調査部まで�（井村

１９９６）．

村上美代治１９９９．�歴史のなかの満鉄図書館：図書館

活動の構図と原動力�野洲町（滋賀県）村上美代

治 私家版．

陸軍省軍務局長１９４０．�満鉄調査部指導ニ関スル件�

昭和１５年１月２７日．陸軍省軍務局長武藤章発，関

東軍参謀長飯村穣宛（軍務発第１２１号）（遼寧省档

案館１９９９，第２０巻，３３２―３３４）．

山田豪一１９７７．�満鉄調査部―栄光と悲惨の四十年―�

日経新書 日本経済新聞社．

横川次郎１９４１．�十一月十九日，二十日に行はれた興

亜院及企画院関係者との懇談会に付て��満鉄調

査部報�第１巻第９号（１月）．

和田耕作２０００．�大戦争の表と裏―潜り抜けた幸運な

男の記録�富士社会教育センター．

〈中国語文献〉

黄福慶１９９３．�満鉄調査部検粛事件之背景探討��中

央研究院 近代史研究所集刊�第２２冊下冊 民国

８２年６月．

遼寧省档案館編１９９９．�満鉄与侵華日軍�桂林 広西

師範大学出版社．

蘇崇民１９９０．�満鉄史�北京 中華書局．

（新潟大学人文学部教授）
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